
平成24年度包括外部監査指摘事項一覧（確定版）
連番 局名 指摘先 税目等 ページ 区分 指摘内容 指摘の概要 措置状況 Ｈ２５　改善内容要旨 備考

1 資産統括局 市民税課 個人市民税 58 結果
課税対象者の税務システム上の各種管
理区分の見直しについて

調査した９件のうち４件は本来の申発区分とは異なる区分となっていた。
課税対象者を公平かつ網羅的に把握する観点から課税状況に変更があった場合は適
時に申発区分に反映するとともに、定期的に見直しを行う必要がある。

○

　通常、市申告書発送区分（以下、「申発区分」という。）の変更については、従前の課税状況と当該年度の課税
状況に相違が生じている場合、その課税状況に適合した申発区分に変更している。この作業は、担当者が実務
の過程で個別に判断し変更しており、一旦変更したものは人手で次の変更処理をしない限りその状況が継続さ
れるため、納税義務者の更なる変化に対応できずに本来あるべき申発区分への変更がなされていないケース
が少なからずある。そこで、今後は通常の変更作業に加え、特に申発区分「９」については、申告納税義務者を
逸失することのないよう一定時期に一斉に申発区分の見直し作業を集中的に行い、不適切な申発区分の振り
付けを抑制し、本来課税すべき納税者への納税勧奨を行っていく。平成２５年度においては、申発区分「９」の
データを抽出し、課税実績や申告資料区分等と突合させ、本来あるべき申発区分に変更した。この処理につい
ても上位者がチェックを行ったことで、正確性の確保が図られたと考える。

改善済

2 資産統括局 市民税課 個人市民税 62 結果
担当職員の所得調査未実施と所得調査
票の管理体制について

所得調査の実施状況及び所得調査票の保管状況を調べたところ、調査終了後に各担
当職員から回収し一括保管するべき所得調査票綴りのうち職員２名分が保管されてい
ないことが判明した。
職員甲の担当案件32件については、所得調査は実施され、所定の上位者の承認を得
ていたものの、調査後の所得調査票綴りを職員甲が個人で保管していた。職員乙の担
当案件31件については、所得調査への着手が遅れたため、結果的に実施されることな
く終了となった。またその後、所得調査票綴りも個人で保管していたことも問題であっ
た。
市民税課として全ての調査対象案件について調査の実施状況をフォローするべきであ
り、最低限各担当職員から結果報告を受け所得調査票綴りを回収した際に、所得調査
分担一覧を利用して回収消込みを行う等の管理を実施すべきである。

○

　職員乙の担当案件31件については、所得調査を実施した。所得調査票綴りについては職員甲の所得調査票
綴りとあわせ、全件所得調査分担表を目次とした１冊の綴りとし一括保管を行った。
　調査後の所得調査票綴りについて、上位者の承認を得る際、上位者において、所得調査分担一覧を利用して
回収消込みを行い未提出の職員には、進捗状況等を確認した。また、最終の実施報告決裁を起案する際、担
当者から回収した所得調査票綴りを、全件所得調査分担表を目次とした１冊の綴りとして再度添付することと
し、未実施と回収漏れを防いでいくこととした。

改善済

3 資産統括局 市民税課 個人市民税 63 結果 所得調査実施の徹底について

担当者ごとの所得調査票綴りを閲覧したところ、調査記録欄に空白が目立ち、調査が
十分にできていないと読みとれる綴りが多数見受けられた。
また、このような案件について上位者は、再調査や追加調査の指示を特に行っていな
い。
所得調査票の記載項目、記載内容には担当職員により大きな個人差があり、調査範
囲やその深度についても調査要領で想定している一定水準を維持できているとは考え
にくい。
そのため調査水準の維持及び所得調査票の記載項目・記載内容の統一化が図られる
ように職員へ要領の周知徹底を行うとともに、上位者は担当職員の調査内容をモニタ
リングし、必要に応じて追加調査を指示することが求められる。

○

　平成２５年度から、担当者ごとに調査の深度について差異が生じないよう、模範となる職員の所得調査票など
を見本として例示し、記載項目・記載内容の統一化が図られるように、要領の周知徹底を行った。
　また、調査後の所得調査票綴りを上位者の承認を得る際に、上位者において、調査要領で想定している一定
水準に達せず、調査が十分にできていないと判断した場合は、再調査や追加調査の指示を行った。

改善済

4 資産統括局 市民税課 個人市民税 65 結果
給報提出義務者の継続的な捕捉につい
て

サンプル調査の結果、平成22年度に給報を提出している事業所の平成23年度の給報
提出漏れが２件判明した。
所得調査で前年度給報により捕捉していた納税者に対する調査を行う際、事業所へ問
い合わせを行う等の対応を行うなど他の当初課税事務と連携し納税義務者を捕捉する
手段を検討すべきである。

○

　所得調査で前年度給報により捕捉していた納税者に対する調査を行う際、関係事業所へも問い合わせを行う
ようにとの指摘についてはすでに実施しているところである（所得調査事務処理要領に記載されている。）。未申
告者に納税義務者に申告指導を行うとともに、事業所へも給報提出指導を行い、その事業所が雇用する他の
納税義務者の捕捉にも努めている。しかし、サンプル調査の結果、所得調査が事務処理要領の記載どおりに行
われず給報の提出漏れが現にあったことから、事務処理要領の再度周知徹底を行うとともに、上位者による
チェック機能の強化を図った。
　また、これまでの給報未提出事業所への調査は、特別徴収を実施している事業所のみを対象とし、普通徴収
を行っている事業所については事業所データを保有していないことから対象外となっていたが、平成２５年度分
の当初申告分より、源泉徴収票を持参した申告者の申告書に『給報提出指導要』の判子を押す処理をし、源泉
徴収票に記載されている給与支払者（事業所）が当該年度給報未提出であった場合には、例年実施している
「給報未提出義務者実態調査」とは別に、その都度（申告者を含めた従業員すべての）給報提出指導を行うこと
とした。この新たな取組により、普通徴収実施事業所へもアプローチが可能となり、より一層の課税客体の捕捉
及び課税の公平性の確保が高まるようになる。

改善済

（参考）申発区分とは
　当初申告書発送、再申告書発送及び所得調査の対象者を管理するた
めに税務システムで振り付けている区分である。

【申発区分の種類】
０ 特記事項なし
１ 当初発送
２ 再申告時点で課税がない場合発送
３ 本人の希望により当初から発送
６ 未申告者につき再申告書発送対象
７ 基礎控除以下につき申告義務なし
８ 転居先不明等につき発送対象外
９ 発送不可

（参考）給報とは
　給与支払報告書のことであり、前年1月1日から12月31日までの間、事業
所等が給与を支払った場合、支給した事業所が支給した者の1月1日に居
住する市町村に提出しなければならない。
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5 資産統括局 市民税課 法人市民税 82 結果 設立届未提出法人の調査について

設立届が提出されていない25社について、電話番号、ホームページの開設等を調査
し、事業実施の可能性を調査した。
８社について事業実施の可能性があり、うち２社については、明らかに営業行為を行っ
ていることが判明したため、法人市民税の賦課漏れが生じていると考えられる。今後同
様の事態を生じさせないためにも、設立届の提出を継続して働き掛けるとともに情報収
集に努め、必要に応じて訪問等の実態調査を行うことが必要である。

　指摘後、設立届未提出法人について、平成２５年度から税務署、県税事務所において申告の有無について調
査を行っている。今後、電話、ホームページ等の確認に加え、必要に応じて現地調査等を行うこととしている。
　上記８社については、説立届・確定申告済4社、提出指導中・届出待ちが3社、所在確認が取れない１社につ
いて、それぞれ調査中となっている。

未改善

6 資産統括局 資産税課 固定資産税・都市計画税 98 結果
航空写真撮影業務等の委託業務結果
（アンマッチリスト）の利用について
【調査結果の保管について】

平成23年度における各地区担当者の調査状況の結果リストの閲覧を求めたところ、調
査状況の結果リストを保管していたのは15地区担当者中１担当者のみであった。
これらの調査結果は課税の根拠となる基礎資料であり、少なくとも税の時効消滅期間
である５年間は保管しておくべきものである。
アンマッチリストに基づき適切に現地調査等の業務を遂行していることを示すために
も、また、当年度の調査結果を翌年度以降の調査等の参考にし、業務の効率化を図る
ためにも保管する必要がある。
なお、受託者により提出されたアンマッチリスト(処理状況記載前)についても、平成23
年度及び平成24年度のデータのみ保存されており、それ以前のデータは廃棄されてい
たが、これについても調査等の根拠データとして一定期間保存する必要がある。

○

　アンマッチリストについては、平成２５年度から、地区担当者ごとに分割し、調査結果及び処理状況を記載して
担当係長の確認を受けた書類と、これらをまとめた電子データを５年間保管することとした。また、受託者から提
出された処理状況等記載前のアンマッチリストについても、電子データを５年間保管することとした。

改善済

7 資産統括局 資産税課 固定資産税・都市計画税 99 結果

航空写真撮影業務等の委託業務結果
（アンマッチリスト）の利用について
【アンマッチリストの処理状況及び上位
者のモニタリングについて】

アンマッチリストによる調査方法についてのマニュアル等が定められていない。
調査結果が保管されていた１地区のアンマッチリストにおいても、処理状況欄が空欄に
なっている箇所が散見され、また「要調査」と記載されたまま調査を進行していないもの
もあった。
これら「要調査」と記載されていたものについて、市に調査を依頼したところ、課税漏れ
が１件発見された。
アンマッチリストの情報について適時に漏れなく調査を実施し、適切な課税をすること
が確保できるよう、マニュアル等を整備し、上位者のモニタリングの体制を構築する必
要がある。

　アンマッチリストの処理方法については、平成２５年度から、リストを地区担当者ごとに分割し、各担当者が調
査結果を記載したリストを各担当係長が確認するとともに、全ての処理結果を取りまとめて課長に報告すること
で、処理漏れの防止を図ることとした。また、処理期限を５月から６月と期間を定めて集中的に取り組むことで、
早期にアンマッチを解消するとともに、要調査案件の処理について担当係長が網羅的に進行管理することとし
た。
なお、今回の処理結果を踏まえ、処理状況の記載方法など事務処理手続きについて、さらに統一化を図るた
め、来年度の処理時期までにアンマッチリストの処理マニュアルを作成する予定である。

未改善

8 資産統括局 資産税課 固定資産税・都市計画税 101 結果

航空写真撮影業務等の委託業務結果
（アンマッチリスト）の利用について
【現地調査の判明事項】

２年連続してアンマッチとして記載されている家屋から数件抽出し、現地調査を実施し
た結果、課税漏れ及び課税誤り（滅失処理漏れ）が発見された。アンマッチリストをもと
にした現地調査を適時に行っていれば早期に発見できたと考えられる。

○

　現地調査で判明した課税漏れや課税誤りについては、平成２４年度中に全て修正し、適正な課税に改めた。
　なお、平成２５年度から、アンマッチリストの処理については、５月から６月にかけて現地調査を含めたアンマッ
チの解消に取り組み、その各担当者の処理状況を各担当係長が確認し、全ての処理結果を課長に報告するこ
とで処理漏れを防ぐとともに、要調査案件の処理について担当係長が網羅的に進行管理するよう改善を図っ
た。

改善済

9 資産統括局 資産税課 固定資産税・都市計画税 102 結果

航空写真撮影業務等の委託業務結果
（アンマッチリスト）の利用について
【現地調査対象としなかった２期連続ア
ンマッチの調査結果】

２年連続してアンマッチとして記載されている家屋のうち、現地調査対象としなかったも
のについて、市に調査を依頼した結果、課税漏れ及び課税誤り（滅失処理漏れ）が発
見された。
また、法人の工場内等のため簡便な調査しか行われていないものがあるが、今後アン
マッチリストの解消を適時に行っていくためには集中して調査を行い、早期に解消する
ことが望ましい。
さらに、非課税物件について受託者に伝達していないことからアンマッチとなっているも
のがあったが、適時に伝達する必要がある。

　今回の調査で判明した課税漏れや滅失漏れについては、平成２４年度中に全て修正し、適正な課税に改め
た。
　また、大規模工場内のアンマッチについては、今後、計画的に実地調査を行い、その解消を図る予定である。
　さらに、アンマッチリストの調査においては、平成２５年度から、非課税物件であることが判明したものについて
は、図面の修正をもれなく確実に受託業者へ伝達する予定である。

未改善

10 資産統括局 資産税課 固定資産税・都市計画税 107 結果 過年度課税について

課税の公平性の観点から問題があるといえる。
増築時期等が不明であるなど遡及する賦課時期の根拠がない場合は、遡及による課
税が困難であることは理解できるが、根拠が得られる場合は遡及して課税すべきであ
る。

過年度課税については、地方税法に基づく対応を徹底していくが、長期にわたって課税誤りとなっていたもの
等については、賦課時期の根拠があったとしても、信義誠実の原則の観点から、遡及課税の正当性を担保でき
ない可能性もあるため、現在、法や判例などを研究し、遡及課税すべきものの範囲について検討を行っていると
ころである。

未改善

11 資産統括局 資産税課 固定資産税・都市計画税 110 結果
減免について
【減免申請書の不備について】

公衆浴場の固定資産税の減免について、課税システムの減免リストを母集団として減
免申請書の入手状況を確認したところ、１件について減免申請書がなかった。
減免申請書がなく減免することは適切ではない。

○
　指摘以後、減免適用にかかる申請主義を厳格に適用することとし、平成２５年度課税における減免適用につ
いては、減免申請書の提出に基づいて入力処理をしている。

改善済

12 資産統括局 資産税課 事業所税 122 結果
事業所税の床面積と固定資産税システ
ムの床面積の乖離について

市が未調査のものから６件抽出し調査したところ、１件申告漏れの可能性が極めて高
いものがあった。
そのため1,000㎡以下の乖離についても早急に乖離原因を調査すべきである。

　指摘のあった１，０００㎡以下の乖離があるものについては、平成２４年度において、８００㎡以上１０００㎡未満
の乖離があるものを対象に調査を実施した。また、平成２５年度には、６００㎡以上８００㎡未満の乖離があるも
のを対象とした調査を実施しており、今後も、調査対象とする乖離面積を段階的に引き下げて計画的に調査を
実施する予定である。

未改善

13 資産統括局 資産税課 事業所税 127 結果 従業者割の従業者数調査について
実際の運用においては、人員不足の問題等から調査を行っていなかった。
例えば一定以上の従業者数や業種で絞込みを行うなど効果的かつ効率的な調査を実
施すべきである。

　従業者割の従業者数調査については、今回の監査で監査人からの依頼を受け、法人市民税の申告従業者が
２００人を超え、事業所税の従業者割の申告がされていない事業者を抽出して実施した結果、申告漏れが判明
したものが無かったものである。
　しかしながら、指摘のとおり調査の結果が一定期待できることから、調査の効果と効率性を考慮し、法人市民
税の申告従業者数と事業所税の申告従業者数に２００人以上の乖離があるものを対象に調査を行う予定であ
る。

未改善

（参考）アンマッチリストとは
　固定資産に係る適正課税及び事務効率の推進に資するため、航空写真
撮影業務を委託しているが、その成果物として入手する①前年度と当年
度の航空写真の異なる家屋、②市の課税台帳データと受託者の保有する
地図データとの異なる家屋のリストのことである。
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平成24年度包括外部監査指摘事項一覧（確定版）
連番 局名 指摘先 税目等 ページ 区分 指摘内容 指摘の概要 措置状況 Ｈ２５　改善内容要旨 備考

14 資産統括局 市民税課 入湯税 137 結果 過少申告問題について

入湯税導入当初に特別徴収義務者と市職員との間で過少申告を行う合意をしたことは
重大な問題ではあるが、当該問題が平成24年まで発覚しなかったことについて、①担
当者の交代による引継が適切に行われていなかったこと、②申告書の記載内容が正
確かどうかの検証が行われていなかったことも問題であったと考えられる。
特に②については、現地に赴き帳簿と申告入湯客数を突き合わせするなどの検証を行
えば、今回の問題が発見できる可能性が高かったはずである。そのため、現地調査の
実施を徹底すべきである。

入湯税問題の再発防止策については、資産統括局長を座長とする税務事務改革改善委員会を設置し、次のと
おり対策を構築する。
懸案事項等について決裁措置による意思決定を徹底する
懸案事項等の進捗状況等について局長以上の上位者への協議・報告をルール化する
税務事務の総合マニュアル化による事務処理方法の共有・共通化を図る
総合マニュアル化により懸案事項等の引継ぎ機能を高め、課題解決に向けた取り組みが組織として途絶えな
い仕組みを構築する
また、現地調査については、年１回行うこととし、毎月の特徴義務者より提出される申告書・日報等の資料の確
認を行うこととした。

未改善

15 資産統括局 納税課 収納事務 163 結果 延滞金額の網羅的な把握について
延滞金の徴収は、担当者が納税指導を行っているが、納税者の理解が得られない場
合があり、結果的に納税の公平性を欠いている。
そのため、今後、税務システムの改修に向けた検討が必要である。

　現在、全庁的な基幹システムの再構築の検討中であり、税務システム改修に合わせて延滞金の全体像を把
握できるシステムをパッケージの仕様に取り入れていく予定である。

未改善

16 資産統括局 納税課 収納事務 165 結果 延滞金データの保存について
過去の納付実績や延滞金の残高等を別途網羅的にかつ正確に管理することは実務
上相当の困難を伴うとのことであるが、納税の公平性を確保し、また財源の確保を図る
ためにも、税務システムの改修に向けた検討を進める必要がある。

　現在、全庁的な基幹システムの再構築の検討中であり、税務システム改修に合わせて延滞金の全体像を把
握できるシステムをパッケージの仕様に取り入れていく予定である。

未改善

17 資産統括局 税務管理課 税システム 203 結果 パスワードの定期的な変更について
監査実施時に調査したところ、158個のユーザIDのうち105個のユーザIDのパスワード
が初期設定のままであった。
全ての職員がパスワードを再設定しているか定期的に確認すべきである。

○

　人事異動等に伴い、職員が税務総合システムへのアクセスに使うパスワードが初期化された時は、パスワー
ドを初期値から変更するよう周知後、変更されていない者を抽出し確認できるようにした。
平成25年の状況
・４月１６日人事異動に伴い全ての職員のパスワードを初期化
・同日、各サブシステム担当者に、４月１７日以降に各自でパスワードを変更した上、管理徹底するよう周知
・５月１日パスワードが初期設定より変更されていないユーザIDを調査ところ、239個のユーザIDのち50個のユー
ザIDのパスワードが初期設定のままであった。
・５月２日パスワードが初期設定より変更されていないユーザIDの各サブシステム担当者に再度各自でパス
ワードを変更した上、管理徹底するよう周知
・５月１０日までに各サブシステム担当者より変更完了の報告を受けた。

改善済

18 総務局 情報政策課 税システム 204 結果
データ保護対策実施状況の継続的な監
視について

データ保護管理規程第４条において、データ保護管理者は所管課長によるデータ保護
対策の実施状況を「継続的に」監視すると定められている。
しかし、システム導入時又は変更後の実施状況は各所管課において適切に保護対策
を実施することが前提になっており、データ保護管理者により必ずしも確認されている
わけではないことから、「継続的に」監視されているとはいえないと考えられる。
そのため、データ保護管理者は、例えば、チェックリストを所管課に定期的に配付して
自主点検を効果的に実施させ継続的に監視する必要がある。

データ保護対策状況の継続的な監視については、情報政策課においてデータ保護対策についてのセルフ
チェックリストを作成し、２４年度中にデータ保護管理者と協議を行った所管課に対し、２５年度中を目処にセル
フチェックリストを送付し、セルフチェックを実施してもらうことを予定している。
所管課においてセルフチェックを実施した後、セルフチェックシートの写しをデータ保護管理者に提出してもら
い、これを定期的に実施していくことで、データ保護対策の状況について継続的に監視していく。

未改善

＜措置通知の改善・対応状況＞

18 【結　果】

8 改善済

10 未改善
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Ｈ２３包括外部監査における指摘事項の措置状況について【結果】
連番 局名 指摘先 財産番号 施設名称 区分 指摘内容 指摘の概要 措置状況 Ｈ２５　改善内容要旨 備考

1 教育委員会 スポーツ振興課 ９７１ 本庁体育館 結果 未改善

2 教育委員会 スポーツ振興課 ９７２ 小田体育館 結果 未改善

3 教育委員会 スポーツ振興課 ９７３ 大庄体育館 結果 未改善

4 教育委員会 スポーツ振興課 ９７４ 立花体育館 結果 未改善

5 教育委員会 スポーツ振興課 ９７５ 武庫体育館 結果 未改善

6 教育委員会 スポーツ振興課 ９７６ 園田体育館 結果 未改善

＜措置通知の改善・対応状況＞

6 【結　果】

0 改善済

6 未改善

自動販売機の使用許可の
原則公募について

自動販売機の使用許可は、原則公募によるべきである。

自動販売機（以下「自販機」という。）の使用許可については、指摘どおり公募にする必要があ
ると考えている。
今回指摘された自販機は、６箇所の体育館中に設置されている７台についてであるが、公募の方

法として、個別に公募するのか、または全体で公募するのか、さらにそれ以外に設置する場所の有
無など、（公財）尼崎市スポーツ振興事業団の意見も聞きながら、更なる効率性、経済性を実現す
るための仕様を決めるのにさらに時間を要することから、引き続き手法も含めて検討していく。

1 ページ



Ｈ２２包括外部監査における指摘事項の措置状況について【結果】

1 市民協働局 園田地域振興センター 1182 冨田福祉会館 ① 結果 貸付契約書の不備について
　貸付契約書に「借受資格変更の届出」の条項が記載されてい
ない。

○
　平成２５年４月１日付け締結した土地使用賃借契約書の中に「借受資格変更の届出」に関する条
項を記載した。

改善済

2 市民協働局 園田地域振興センター 1182 冨田福祉会館 ② 結果 境界が不明確なことについて

　東隣接地は個人の住宅及びガレージであるが、境界が明確で
なく、白地図では隣人の住宅及びガレージが当該地にかかって
いるが、境界標が設置されておらず、隣接地との境界が不明確
である。

　今後、土地の売却等の方針が出るなど、変動要素が生じた場合にあわせ、境界画定を行うことを
検討していく。なお、市有財産全体に関わる事項であるため、関係課と調整しながら進めていく。

未改善

3 市民協働局 園田地域振興センター 1968
瓦宮西園田福
祉会館

② 結果 土地の早期合筆手続きについて
　瓦ノ宮2丁目8-29、30、37、64の土地については、速やかに土
地の合筆登記の手続きを行うべきである。

　今後、土地の売却等の方針が出るなど、変動要素が生じた場合にあわせ、合筆登記を行うことを
検討していく。なお、市有財産全体に関わる事項であるため、関係課と調整しながら進めていく。

未改善

4 こども青少年局 保育課 1364
（旧）竹谷保
育所

① 結果
行政財産への財産区分の変更及び
所管換えについて

　普通財産ではなく公共の目的に供される行政財産とすべきも
のであり、公民館を所管する教育委員会に所管換えする必要が
ある。

　指摘場所は、旧竹谷保育所２階にある旧中央公民館竹谷分館への専用外部階段の敷地部分である
が、２階の一部に保育所の部屋があり、この外部階段を保育所の避難経路としても活用していたこ
とから、こども青少年局が所管していた。
　平成１１年に当該保育所を民間移管した。この際に建物（保育所部分）を無償譲渡し、土地を無
償貸与したが、指摘場所については、旧竹谷保育所と旧中央公民館竹谷分館の共有であり、引き続
きこども青少年局が所管することとした。
　旧中央公民館竹谷分館については、平成２５年度に閉館したことから、指摘場所を含めた敷地全
体を普通財産として民間移管先の法人に無償貸与する予定である。

未改善

5 こども青少年局 保育課 1755
（旧）猪名寺
保育所

① 結果
行政財産への財産区分の変更及び
所管換えについて

　普通財産ではなく公共の目的に供される行政財産とすべきも
のであり、水路等を管理する河港課に所管換えする必要があ
る。

　所管換えについて河港・２１世紀の森推進課と協議を行っているところであるが、一部不法占拠
されている部分があるため、その対応を含め引き続き協議を進めていく。

未改善

6 都市整備局 住宅整備担当 1953
住宅政策課貸
付地

① 結果 財産区分の変更について

　当該用地については、貸付の実態がないにもかかわらず公有
財産台帳上、貸付財産として管理されていることは現況と一致
しておらず、規則の趣旨である「公有財産の適正な管理」とい
う観点から問題がある。当該用地については、「普通財産－貸
付」から「普通財産－その他」へ財産区分を変更すべきであ
る。

　平成２４年１２月に、市営時友・西昆陽・宮ノ北住宅建替基本計画を策定し、そのなかで、当該
用地については、現入居者の移転先住宅として市営住宅を建設することとしており、今後、「普通
財産―貸付」から「行政財産」へ財産区分の変更手続きを行う予定である。

未改善

7 都市整備局 戸ノ内開発事務所 1397
戸ノ内開発事
務所公共用地

② 結果
行政財産への財産区分の変更及び
所管換えについて

　戸ノ内町5丁目825-68のうち825-65及び戸ノ内町5丁目826－
163については道路用地に供用されているため、所管換えを行
い、行政財産に振替える必要がある。

　当該土地を含め、整備した道路を所管換えするため、隣接する河川用地の管理者である兵庫県と
境界協定をすべく申請を行ってきたが、同じ地区内において河川用地と民地間の土地所有権争いが
起こっていることを理由に手続きが停滞している状況である。今後も早期に土地の所管換えを行え
るよう、引続き兵庫県に対して境界協定に係る協議を継続する考えである。

未改善

10 都市整備局 市街地整備課 1725
開発部管理担
当課普通財産

② 結果
東難波町5丁目450-1及び東園田町
8丁目72-8の土地についての財産
区分の変更について

　東難波町5丁目450-1及び東園田町8丁目72-8の土地について
は、「道路」として使用されていることにもかかわらず普通財
産として管理していることは、規則の趣旨である「公有財産の
適正な管理」という観点から問題があるため、「普通財産」か
ら「行政財産」へ財産分類の変更を行う必要がある。

　東難波町５丁目４５０－１の土地については、県道（歩道）として供用されていることから、県
との協議を図っていく。
　東園田町８丁目７２－８の土地については、「普通財産」から「行政財産」へ財産分類の変更を
行う予定であったが、道路課と協議したところ、市道としての認定要件を具備していないことか
ら、財産分類の変更は行わない。
　当該土地について現状に至った経緯等を再度検証し、今後の対応について検討していく。

未改善

12 都市整備局 市街地整備課 2202
再開発調整担
当普通財産
（東園田町8）

① 結果 財産区分の変更について

　当該用地について、平成10年に取得した土地が、長期間にわ
たり公有財産台帳へ登載されていなかったこと、「道路」とし
て使用されているにもかかわらず普通財産として管理している
ことは、規則の趣旨である「公有財産の適正な管理」という観
点から問題がある。当該用地については、「普通財産」から
「行政財産」への財産分類の変更を行う必要がある。

　東園田町８丁目７１－６他６筆の土地については、「普通財産」から「行政財産」へ財産分類の
変更を行うため、道路課と協議したところ、市道としての認定要件を具備していないことから、現
在、財産分類の変更は行えていない状況である。
　当該用地について現状に至った経緯等を再度検証し、今後の対応について検討する。

未改善

18 都市整備局 公園課 借受 中央公園 ① 結果 賃借権の登記について

　平成元年3月10日付け覚書で、地主は市が賃借権の譲渡を受け
た上で中央公園として整備することを承諾している。また、平
成元年4月1日土地賃貸借契約では「市が賃借権の設定登記を申
請するときは、（地主は）同意する」（第8条）とある。しか
し、未だ賃借権の登記がされていない。登記可能な当該賃借権
は公有財産であり（法第238条第1項第4号）、取得の手続きに瑕
疵がある（規則第16条、運用2-2 ）。

　賃借権を取得するという文言は、現時点の覚書や土地貸借契約書には記載されていないことか
ら、賃借権を登記していないことは、瑕疵には当たらないと考えている。
　また地方自治法の逐条解説においては、法第２３８条第１項第４号の「地上権、地役権、鉱業権
その他これらに準ずる権利」は、賃借権に該当しないという解釈がなされている。
　しかしながら、賃借権の登記については、本件指摘もあることから、協議について検討していき
たいと考えている。

未改善

＜措置通知の改善・対応状況＞
10 【結　果】
1 改善済
9 未改善

財産番号 指摘の概要 H２５　改善内容要旨 備考措置状況連番 指摘先 指摘内容局名 財産名称 番号 区分

1 ページ


